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京都府の地域における日本語教育の推進



京都府の外国人住民数

64,070人（ 2019年末・京都府国際課調査）

○５年間で約24％増加（2014年：51,554人）

○今年６月末時点では約６万２千人に減少（出入国在留管理庁）

○府の人口（約258万人）の約2.5％



京都府の外国人住民の状況

京都市に約８割が居住、留学が約２割

国籍 (2019年) 在留資格 (2019年)

①韓国又は朝鮮 (38.９％) ①特別永住者 (33.2％)

②中国 (28.9％) ②留学 (21.7％)

③ベトナム (9.6％) ③永住者 (14.0％)

④フィリピン (3.8%) ④技能実習 (8.0％)

⑤アメリカ (2.5％) ⑤技術･人文知識･国際業務 (6.6％)

国籍別・在留資格別多い市町村(2019年)

①京都市 48,773人

②宇治市 3,054人

③八幡市 1,674人

④舞鶴市 1,120人

⑤亀岡市 1,096人



京都府における多文化共生の推進

府政運営の指針に「多文化共生社会の実現」を掲げて取組推進







多文化共生施策の体系

「地域における日本語教育」 と「生活に関する情報提供・相談」

多文化共生
推進事業

■地域における日本語
教育の推進

○「地域における日本語教育推進プラン」
に基づく取組推進

■生活に関する情報
提供・相談体制

○外国人住民総合相談窓口
○「やさしい日本語」の活用・普及促進
○府の窓口での多言語対応



地域における日本語教育推進プラン

５年間の具体的な実施計画

○外国人の日本語学習のニーズや日本語教育の実態を踏まえ、
具体的な実施計画として
｢地域における日本語教育推進プラン｣を策定(2019年12月)

○概ね５年間、このプランに基づき取組推進



日本語教育に関する実態調査

調査結果を踏まえプランを策定

２０１９年７月～１１月
国際化協会、日本語教室等のみなさま方に多大なご協力をいただき実施

○外国人住民を対象としたアンケート 回答 ８７５人

○日本人住民を対象としたアンケート 回答 ６００人

○地域日本語教室に対するヒアリング



外国人住民
アンケート

日本語がどのくらいできますか

聞く 話す

読む 書く



外国人住民
アンケート

日本語が不自由なため困ったこと



外国人住民
アンケート

日本語を学んでいますか、学びたいですか



外国人住民
アンケート

日本語を学んでいない理由



外国人住民
アンケート

どのような環境があれば日本語を学びたいか



日本人住民
アンケート

日本人住民と外国人住民がともに暮らし
理解を深めるために必要だと思うこと



日本人住民
アンケート

日本人住民と外国人住民がともに暮らしやすい社会
にするために、行政が取り組むべきだと思うこと



日本語教室が学習支援
や生活情報･ルールを
伝える活動をしている
ことを知っているか？

こうした取組は今後地
域にとって必要だと思
うか？

日本人住民
アンケート

日本語教室の活動は知られているか？
その取組は地域に必要と思われているか？



日本語教室、学習支援者の状況

日本語学習はもとより生活支援にも大きな役割

【日本語教室】
〇16市町に２６の日本語教室
〇待機者や不十分なスペースの教室も
〇文化や地域社会についての情報を得たり、生活支援や防災に大きな役割

【学習支援者】
〇ほとんどがボランティア、人数確保や高齢化、実費弁償等の課題
〇全くの初学者への対応に苦慮



地域における日本語教育推進プラン
施策の基本方向

①学習機会の確保 ②学習環境の充実 ③地域との連携」

施
策
の
基
本
方
向

①学習機会の確保
どこに居住し、どんな立場でも日本語を身に
つけることができるよう

②学習環境の充実 状況と能力に応じて日本語学習ができるよう

③地域との連携 地域一体で取組を進めていくために

具体的
施策



取組の状況

日本語教室空白地域解消、初期日本語学習支援

○日本語教室空白地域での新たな教室開設支援
学習支援者養成研修開催 → 開設に向けて取組

○地域日本語教育コーディネーター設置
各地域の中心となって日本語教育の体制づくりを推進

○日本語教室「入門クラス」
初期日本語教育の広域的な展開のための研修機会の提供

学習機会の確保



取組の状況

学習支援者の確保と資質向上、持続可能な教室運営支援

○学習支援者養成研修、スキルアップ研修
府内各地で開催

○｢地域交響プロジェクト交付金｣
日本語教室を重点的に支援

○ＩＣＴ教材「つながるひろがる にほんごでのくらし」活用促進

学習環境の充実



取組の状況

企業等との意見交換会、市町村への支援

○日本語教室、市町村、企業等が参加する意見交換会
地域一体での日本語教育推進へ

○日本語教育の推進に取り組む市町村への支援

地域との連携



今後の課題

プラン策定時に想定していなかった状況への対応

○今後も地域のニーズに応じた取組推進

さらに

○WITHコロナでのオンラインやＩＣＴ教材活用

○生活支援の取組での協働

幅広く連携して地域における日本語教育をしっかりと推進
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